
Ⅰ A03 国家イノベーション・エコ 、 ンステムの日米比較 

0 福田佳他力 (J ST) , 渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

I.  序 は米国のシステムを 学習し、 再活性化する 兆しが認めら 

2003 年 10 月、 米国の競争力評議会 (C0unciI on れる     

CompetiivenesS@     CoC)@ il@ Nation8@   Innova Ⅰ     on@ Iniia Ⅰ     ve エ集 他社会 抽報 f ヒ 社会     ポスト 柑報 化社会   
(NII) において競争力強化策の 検討を開始した。 「ヤン 

肪 日本 l Ⅰ・ 米国 

                                                  Ⅰ Ⅰ l991,. 20 ㏄ :lT/¥ フ ・・ フ L@ ・ フ L 番 崩 ・ 崩壊 9 

日本 グ レボート」 (1985) Ⅰニューヤンバレポートー (1987)       

Ⅰ 980 Ⅰ 99 。 2000 

・メード・イン・アメリカ」 (198 弟が公表された 際と 図 1. 工業化社会から 情報化社会、 ポスト情報化社会 

異なり、 米国が強い国際競争力を 保っているときになぜ への パラダイムシフト   

検討されたのか、 独立行政法人科学技術振興機構 (JsT) 日米の科学技術政策も 図 2 の通り、 対照的な軌跡を 

研究開発戦略センター (CRDS) は、 2004 年 12 月に公 描いている。 米国ば 1980 年代、 1990 年代を通じて GDP 

表された NII 最終レポート " ㎞ nlovate ぬ neri じダ ( バルミ を 成長させた。 一方、 日本は 1980 年代に次世代産業 基 

サ ー / レポート ) に関する調査を 行った。 その結果、 大 盤技術研究開発制度を 立ち上げる等の 動きがあ ったが   

方の見方と反し、 想像以上に蝕まれていた 米国の競争力 1990 年代にば GDP の伸びが停滞した。 
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の 基盤が露呈しており、 国家イノベーション 工 コシステ 

ムに活路を期待していることが 明ら 力，、 になった。 一方、 

日本でも 2005 年 2 月、 軌を一にして 産業構造審議会 ( 経 

済産業省所管 ) が、 技術革新が絶えることなく 生まれる 

@ 生態系の構造」の 構築を提唱した。 

日米共に、 ポストサ青まほ 化 社会に向けたイノベーション 

政策を模索する 中、 エコシステムの 規範に イ / ベーショ 

ンの 本質を洞察していることに 注目して、 本研究では ェ 

コシステムの 規範に即して、 工業化社会から 情報化社会   

ポスト情報化社会へのパラダイムシフトの 中での、 イノ 

ベーションに 立脚した日米の 競争力構造を 分析する。 

2.  日米の競争力構造の 変遷と国家イノベーシ 

ョン エ コシステム 

日米は 1980 年代の工業化社会、 1990 年代の情報化社 

会を通じて、 共進的に発展してきた。 図 1 に示すよ う 

に 、 1980 年代、 日本は米国の 先進システムを 学習・吸 

収し、 ハイテクミラクルを 実現した。 それに注目し 発奮 

した米国は、 1990 年代にニューエコノミーを 実現した。 

そして 2000 年代に入りポスト 情報化社会を 迎え、 日本 

1970 年代から 1990 年代初頭にかけて、 日米の競争力 

向上のための 政策に産業エコロジ コ の概念が導入され 

た。 この概念に基づき、 日本 は 1970 年代初頭、 技術に 

よって希少資源を 代替し、 米国は 1990 年代、 IT によっ 

て製造業技術を 代替した。 

以上のような 日米の競争力のサイクリカル な 変遷は、 

エコシステムの 4 つの規範によって 支配されていると 

考えられる。 

① 代替を通じた 持続的発展 

② 共進化による 自己増殖 

l r - で の エコロジーは 生態学とは異なり、 以下 ff)3 点において 

区別される。 ほ   生物社会の分野にとどまらず、 広く環境全体の 総 

合科学としての 地位を得ている。   乏   環境のあ り方、 環境に対する 

対応のあ り方等をも含む 思考の技術として 発展しっ っ あ る。 ほ   そ 

の結果、 応用の学あ るいは実線の 学としての性格を 強めている。 

一 9 一 



③ 組織㈹慣性・ 慢心・発奮・ 学習 

④
 

異質な主体間の 切瑳琢磨 

CoC 力 ; NIl において提唱した 国家イノベーション エ 

コシステムのスキームを 図 3 に示す， ここでのイノベ 

ーションの概念 は、 "U ㌍ r-baSedInnoVallon ‥ ， - ㎞ 鮒抽 tional 

㎞ ovation" で特徴 付 げられる。 このスキームに 基づき、 

日米の競争力の 変遷を エ コシステムの 4 つの規範で検 

証した・ 

。 『。 " 。 。                                           wea 肚 h                                       

      

      
  l"" 。 甜 " 毛 "t 1 。 什こ "trulCt り r0       

図 3. 国家イノベーション エ コシステムのスキーム   

3.  エコシステムの 規範が支配する 日米の競争 

力 め 変遷 

3.1 代替を通じた 持続的発展 

1980 年代の工業化社会において、 日本は産業エコロ 

、 ジ 一の基本原理に 基づき ェネ、 ルギーを技術に 代替する 

ことによって、 エネルギー危機を 超克し、 競争力を向上 

させたり図 4 の通り、 石油危機を契機に、 日本の製造 

業 における技術とエ 子ルギーは、 補完 力 ， 、 5 代替にシフト 

した。 そして、 エネルギー制約を 克服し、 広範な分野の 

技術革新を誘発した。 その結果、 図 5 に示すよう         

世界に冠たる 高 エ子ルギ一生産性を 実現し、 ハイテク ミ 

ラ クルによる安定した 持続的成長を 遂げた。 

蒔 穏 @ 。                     穏 ～                     
          一 "                                             

巨 。 "  " け " Ⅰ。 。 ヰ 悌 

図 4. 日本の製造業における 労働   図 5. 主要国Ⅰ地域の 成長達成バス 

資本・エネルギーおよび 技術の の比較。   ・。 の．・。 a,l 一年めァ均 正 広さ 

間の補完と代替の 推移                     
一 ，， /,, 仮付甘ヰ ， 力 な     

3.2 共進化による 自己増殖 

1990 年代の情報化社会で は 、 米国が製造業技術を IT 技 

術に代替し 、 新たな機能の 開発に基づいて 経済成長を持 

続させ、 競争力を向上させた ，一方、 日本は 198() 年代 

に引き続き、 製造業技術に 依存した高い 経済成長による 

発展を目指した。 しかし、 労働の高齢化、 低成長下での 

資本の老朽化のもと、 経済成長を支えてきた 全要素生産 

性 (TFP) 成長率が激減した ( 図の， TFP 成長率 は 研究 

開発強度と技術の 限界生産性の 積立表される ，研究開発 

強度が世界的に 高い 

限界生産性 は 最低 し 

          
図 A. 日米の技術進歩 (T Ⅰ P 

成長 宰 ) の推移                 
      

水準であ ったため ( 図 7L 、 技術の 

ベルに激減した ( 図 8)     

;""'   " ㎜ @@      @- 迦 

図 7. 日米の研究開発強度 図 8. 日米の技術の 限界生産性の 
  GDP あ た - 1) 研究 推移                     
開発 安 ) の 推移                                                                                 

3.3 組織の ィ貫性 ・，慢心・発奮・ 学習 

1990 年代の日米の 競争力逆転を 受け、 米国の慢心と 

日本の発奮・ 学習が進んだことによって、 1990 年代末 

の 情報化社会からポスト 情報化社会へのパラダイム シ 

フト において、 日本と米国の 競争力が再び 逆転し、 米国 

優位から日本優位へと 変化した，米国の 慢心ば、 最初に、 

教育問題として 顕在化している。 OECD が 2000 年およ 

び 2003  午に実施した PISA  (The  pr0%am  ぬ rhtemati0nal 

StudentAsseSSment 、 生徒の学習到達度調査 ) において、 

15 歳児の数学的リテラシーおよび 科学的リテラシ 一に 

関する成績は 参加 OEen 加盟国内でともに 上位 50% に 

入っておらず、 さらに 2003 午は 2000 年よりも順位を 落 

とすという結果となり、 数学，理科の 学力低下 力 ， ; 深刻な 

問題となっている。 また、 1990 年代末以降、 中国、 韓 

国 および台湾からの 理工系留学生の 米国離れが顕著に 

なり、 高等教育基盤の 脆弱化として 問題視されている。 

一方、 日本のハイテク 企業は、 製造業技術の lT 技術 

による代替によって 経済成長を遂げた 米国のディジタ 

ル・インスティテューションを 学習・吸収した。 その結 

果、 代表企業の学習係数は 上昇に転換した ( 図 9) 。 
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㌍ 14. ㌔㍉。 

      べ，モ ぶ れ ・ ヱニ ，女色， I・ ヱ ，， ユ ーメ 。 ダ             

図 9.  日本の代表 4 ハイテク企業の 学習係数の推移 
(7 タ a80-2 ㏄ M,) ヌノ   

3 Ⅰ異質な主体問の 切瑳琢磨 

mI) 製造業生産増加率 

日米 再 逆転の兆候として、 まず製造業生産指数につ 

いて工業化社会 (1980 年～ 1990 年 ) 、 情報化社会 (1991 

年～ 2000 午 ) およびボスト 情報化社会 (2000 年～ 2004 

年 ) の 3 つの期間で回帰分析を 行った。 その結果を 

表 1 および表 2 に示す。 日米の製造業間の 3 つの期 

間 における成長率は、 工業化社会は 日本が、 情報化社 

会 は 米国が、 ポスト情報化社会 は 日本がそれぞれ 高成 

長を示し、 サイクリカル な 変遷が認められたり 

表 1  日米の製造業における 相対成長率および 相対製 
造水準の相関 け鉢 0 つ 004), 

Ⅰ n  Ⅹ 邱 ,,r  ・・     二ロ +g,D イ十 g,D2 「 +g,D3 「十あ D,+cD 
            米国の製造業生産 : 「・ w     日本の製造業生産Ⅳ     スケール係数 

87. どち 9       工業化社会   情報化社会   ポスト情報化社会それぞれの 

Di ， D2 ， D ． ,     米国と日本の 3 つの期間の係数 間の平均成長率の ダミ 一変数Ⅰ時系列 差     
肘 一変数 ミ (1987,1, それ以外の午はの 

      也 /.R   D ル 
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表 2  日米の製造業間の 3 つの期間における 成長率バラ 
ンス け銘 0- フ 卯の 

工業化社会   清報 化社会 ポスト情報化社会 

Ⅰ 夕 S リー Ⅰ タタり Ⅰ タタ 1- フ 0 り イフ 21107--200 イ 

    -1.0% り p.a   

日本 ズ， ; 高成長 米国が高成長 日本が高成長 

  

2 ㌔ Irl Ⅰ れ "odl+g 捧 y パ @ が田 

gl/,.glP: 米国、 日本の平均成長率 

ⅡⅢ・ れバ (): 時間 t, 初期段階における 米国製造業生産レベル 

lnX り科一 @nl   ア Ⅰ @nK, 科 ・・・ り 々Ⅰ OnyL ㍉ 一 lny. 昂 )+(guo 一 9   戸 Ⅴ 三 0+3 ィ 

                                                一 g     

(2) 企業の研究開発投資増加率 

同様の分析を 日米の企業の 研究開発投資について 

行った結果を 表 3 および表 4 に示す， 日米の企業間 

の 3 つの期間における 投資成長率についても、 1 案 叱 

社会は日本が、 情報化社会は 米国が、 ポスト情報化社 

会は日本がそれぞれ 高 投資を示し、 製造業の成長率と 

同様のサイクリカル な 変遷が認められた。 

表 3  日米の企業における 相対研究開発投資成長率 お 

よび相対研究開発投資水準の 相関 け 980-20 脚 7 

  

Ⅱ㎎米国企業の 研究開発投資Ⅱ 井     日本の企業の 研究開発投資     
  : スケール係数 

9l,9,, 綴 工業化社会、 情報化社会、 ポスト情報化社会それぞれの 
米国と日本の 企業間の平均投資成長率の 差 

D,D,,D,:3 つの期間の係数 グ ミ一変数・た 時系列・ 

        0 力 ・㎡ D@@   

Ⅰ (@3.37   0.052 0.042 -0.098 -1.86.85 93.52 0.948 1.89 

(15.71) (-15.67) (10.96)               (-18.54) (2.94) 

表 4  日米の企業間の 3 つの期間における 投資成長率バ 

ランス け 950-20 佛 / 

工業化社会   情報化社会 ボスト情報化社会 

Ⅰ タ 8 ロ ー / タク 0 / タタ 1-20@ 万 フ 00 Ⅰ --20 けイ 

      
日本が再投資 米国が再投資 日本が再投資 

(3) 製造業の財務健全度 

さらに、 日米の製造業の 株主資本比率ついて、 情報 

化社会 (1996 年 第 1 四半期～ 1997 年第 4 四半期 ) 、 パ 

ラダイムシフト (1998 年 第 Ⅰ四半期～ 2001 年 第 2 四 

半期 ) 、 ポスト情報化社会 (2001 年 第 3 四半期～ 2005 

年 第 1 四半期 ) の 3 つの期間において 同様の分析を 行 

った 結果を表 5 および表 6 に示す。 日米の製造業の 3 

つめ 期間における 株式資本比率成長率は、 情報化社会 

ば 米国が、 パラダイムシフトおよびポスト 情報化社会 

は 日本がそれぞれ 高 比率を示した。 米国は情報化社会 

ではニューエコノミーを 実現し、 1990 年代未からそ 

ゎ 。 がほころび、 IT バブルによって 加速したことがわ 

かる。 
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表 5  日米の製造業における 相対株主資本比率成長率 
および相対株主資本比率水準の 相関 (1980-2004 ノ 

,nSHE 冗び ㍉ SHE 井 三ク +g,D.t+g,D,r +“3D.t, 

SH SHE,,,: 稜が米国製造業の 日本製造業の 株主資本比率 株主資本比率Ⅲスケール 係数 

ど ど 工業化社会、 Di,D],D ん ど - 八 3 米国と日本の 3 つの期間の係数 情報化社会、 製造業問の平均比率成長率の ダミ 一変数 ポスト情報化社会それぞれの :: 時系列， 差 
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表 6  日米の製造業の 財務健全 度 比較 -  株主資本比率成長 

率バランス け タ p6 年算 / 四半期 2% Ⅰ 午 第 7 四半期 

  清報 化社会 ボスト情報化社会 

011996-Q41997  Q1 1 タ。 ・ 98-Q22007  ， Q  32001-012005 

0.53%.6 -0.28% ら ・・。 0 m I o. 
(2.1%.6p.a     こ 相当 ) (-l.l%p.a. に相当 ) (-1.3%6p.a         相当 ) 

日本が高投資 米国が高投資 日本が高投資 

(4) 電気機械・輸送機器産業 

世界の 6 大自動車会社の 1999 年 と 20)()4 午における 

純利益を比較すると、 1999 午は上位 3 社が フ オード、 

GM 、 ダイムラ一の 順であ ったのに対し、 2()04 午は ト 

タ 日産、 ホンダの順となり、 1999 年と上位 3 社 

と 下位 3 社が見事に逆転した。 

電気機械産業および 輸送機器産業の 日米売上上位 

企業の売上高営業利益率 (OIS) の推移を比較した 結 

果を図 10 に示す。 1994 年、 2000 年および 2004 午に 

おいて、 電気機械産業は 60 社、 輸送機器産業は 20 

社を対象とした。 両 産業とも 1994 午には米国が 日本 

ょり上位であ ったものの、 日本企業が 2000 年にば米 

国企業に急迫し、 2004 午にはさらに 凌駕している。 
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変遷している。 このサイクルは 、 ェ コシステムの 規範に 

支配されている。 まず工業化社会においてば、 日本 は 製 

造業技術によるエイル ギ 一代替に成功し、 高生産性を実 

現し、 ハイテクミラクルをリードした。 情報化社会にお 

いては、 米国ば lT を テコ に需給の共進化を 通じた新機 

能 創出に成功し、 ニューエコノミーをリードした。 しか 

し 、 米国は 1990 年代末から慢心による 教育基盤や財務 

の健全性をはじめ、 競争力のほころびが 顕在化し、 逆に 

日本は累積的学習努力により、 米国のディジタル・イン 

スティテューションを 吸収した。 その結果、 IT と製造 

業技術との共進化によって 日本がポスト 情報化社会に 

向けた適応性を 高めるのに対して、 米国はニュー 工 コノ 

ミ一の枠組で 限界を露呈しており、 生産・研究開発投資 

の 両面で、 日米 再 逆転の兆候が 認められる。 

以上は、 米国に競争力の 新たな現実を 直視させ、 また 

日米双方に、 イノベーション 政策の重要性およびそれに 

果たす エ コシステムの 深遠な洞察を 認識させている。 
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